
　
１　建　設
　（１）　外貿埠頭建設 （単位：円）

外 貿 埠 頭 の 種 別 　　　平成 22年度計画額 平 成 22 年 度 翌 年 度
及 び バ ー ス の 名 称 本年度計画額 変更増△減額 変更後計画額 前年度繰越額 計 実 施 額 繰 越 額

本 牧 ふ 頭 コ ン テ ナ 船 埠 頭 Ｄ 突 堤 第 4 号 300,000,000       -                      300,000,000      1,597,342,642     1,897,342,642 1,677,000,000 220,342,642    -                  

コ ン テ ナ 船 埠 頭 D 突 堤 第 5 号 180,000,000 -                      180,000,000      -                      180,000,000    180,000,000    -                  -                  

大 黒 ふ 頭 コ ン テ ナ 船 埠 頭 第 3 号 300,000,000 -                      300,000,000      -                      300,000,000    216,000,000    84,000,000     -                  

780,000,000 -                      780,000,000      1,597,342,642     2,377,342,642 2,073,000,000 304,342,642    -                  

注：消費税を含みます。

　（２）　密接関連事業建設　　　　　該当なし

　（３）　外貿埠頭特別施設建設　　　該当なし

　２　管　理
　（１）　外貿埠頭貸付 （単位：円）

貸付料収入見込額 貸付料収入額

6,115,681,000 5,984,585,009

1,728,842,000 1,727,462,154

注：消費税を含みます。

7,712,047,163

外貿埠頭の種別

コ ン テ ナ 船 埠 頭

一 般 外 航 貨 物 定 期 船 埠 頭

平成22年度

合 計 7,844,523,000

平　成　２２　年　度　事　業　報　告

外貿埠頭事業会計

不用額

備 考

埠 頭 の 名 称

合 計

　「海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定に
よりなおその効力を有するものとされる同法２条の規定による改正前の外貿埠頭公団の解散及
び業務の承継に関する法律第7条第１項」の規定に基づき、認可を受けた事業計画の執行状況
は、次のとおりです。

事業計画の執行状況

本牧ふ頭コンテナ船埠頭D突堤第4号バースにおいて再整備工事を実施しました。

本牧ふ頭コンテナ船埠頭D突堤5号バースにおいてクレーン制御盤更新工事を実施しました。

大黒ふ頭コンテナ船埠頭第3号バースにおいてヤード改修工事を実施しました。

自　　平成22年　４月　１日

至　　平成23年　３月３１日



　（２）　外貿埠頭改修 （単位：円）
翌 年 度

計画額 実施額 繰 越 額

158,130,000            -                      -                  158,130,000    

-                           -                      -                  -                  

注：消費税を含みます。

　（３）　外貿埠頭維持修繕 （単位：円）
翌 年 度

計画額 実施額 繰 越 額

本 牧 ふ 頭 Ａ 突 堤 313,954,000            230,865,756 7,011,948       76,076,296

本 牧 ふ 頭 Ｄ 突 堤 383,687,000            447,626,554 33,088,974      △ 97,028,528

南 本 牧 ふ 頭 125,212,000            61,936,045 90,947,707      △ 27,671,752

大 黒 ふ 頭 299,803,000            238,299,353 18,133,724      43,369,923

493,101,000            378,830,310 54,233,449      60,037,241

注：消費税を含みます。

コ ン テ ナ 船 埠 頭

コ ン テ ナ 船 埠 頭

コ ン テ ナ 船 埠 頭

コ ン テ ナ 船 埠 頭

平成22年度
外 貿 埠 頭 の 種 別

コ ン テ ナ 船 埠 頭

平成22年度

一 般 外 航 貨 物 定 期 船 埠 頭

合 計 158,130,000            -                      

埠頭の名称
外 貿 埠 頭 種 類
及 び バ ー ス の 名 称

203,415,802    54,783,180      1,615,757,000          1,357,558,018合 計

平　成　２２　年　度　事　業　報　告

外貿埠頭事業会計

一般外航貨物定期船埠頭

不用額 備 考

不用額 備 考

-                  158,130,000    

◆本牧ふ頭Ａ突堤では、主にクレーン補修工事及び上屋補
修工事を実施しました。

◆本牧ふ頭Ｄ突堤では、主に浚渫工事及びクレーン補修工
事を実施しました。

◆南本牧ふ頭では、主にヤード舗装補修、岸壁測量を実施
しました。

◆大黒ふ頭のコンテナ船埠頭においては、主にヤード舗装
補修、クレーン補修、中央監視設備更新工事を実施しまし
た。
　また、一般外航貨物定期船埠頭では、岸壁腐食度調査、
管理棟周り沈下補修工事、上屋補修工事、ヤード舗装補修
を実施しました。



  事業計画の執行状況

（単位：円）

事　　業　　内　　容

458,864,000 453,022,434
　　・コンテナ岸壁管理業務
　　・コンテナターミナル関連業務
　　・入港料徴収業務

合　　　　　　　計 458,864,000 453,022,434

217,198

5,624,368

注：消費税を含みます。

翌年度繰越額

不      用      額

平 成 22 年 度

計 画 額 実 施 額

コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 指 定 管 理 業 務

平　成　２２　年　度　事　業　報　告

公共コンテナターミナル

管 理 運 営 事 業 会 計

受 託 業 務

　「海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定によ
りなおその効力を有するものとされる同法２条の規定による改正前の外貿埠頭公団の解散及び
業務の承継に関する法律第7条第１項」の規定に基づき、認可を受けた事業計画の執行状況は、
次のとおりです。

自　　平成２２年　４月　１日

至　　平成２３年　３月３１日



  事業計画の執行状況

（単位：円）

事　　業　　内　　容

16,474,000 15,877,624

合　　　　　　　計 16,474,000 15,877,624

596,376

注：消費税を含みます。

海 域 環 境 の 維 持 保 全 に 関 す る 事 業

水 生 生 物 の 維 持 培 養 に 関 す る 事 業

上 記 に 関 する 広 報 普 及 に 関 する こと

不      用      額

平　成　２２　年　度　事　業　報　告

環境整備基金事業会計

平 成 22 年 度

計 画 額 実 施 額

　「海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定によ
りなおその効力を有するものとされる同法２条の規定による改正前の外貿埠頭公団の解散及び
業務の承継に関する法律第7条第１項」の規定に基づき、認可を受けた事業計画の執行状況は、
次のとおりです。

自　　平成２２年　４月　１日

至　　平成２３年　３月３１日



（単位：円）

陸 上 搬 入 土 砂 監 視 検 査 業 務

陸 上 搬 入 土 砂 受 入 船 積 業 務

土 砂 海 上 運 搬 業 務

埋 立 地 管 理 業 務
4,849,876,000 3,493,895,133

海 上 監 視 検 査 業 務

土 砂 船 積 、 運 搬 、 そ の 他 監 督 業 務

周 辺 海 域 監 視 業 務 （ 水 質 検 査 ）

中 継 所 管 理 業 務
（計画土量2,730,000㎥ ） （実施土量2,123,000㎥ ）

合　　　　　　　計 4,849,876,000 3,493,895,133

1,355,980,867

注：消費税を含みます。

不     用      額

計 画 額 実 施 額

平　成　２２　年　度　事　業　報　告

建設発生土受入事業会計

平 成 22 年 度
事　　業　　内　　容

  事業計画の執行状況

　「海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定によ
りなおその効力を有するものとされる同法２条の規定による改正前の外貿埠頭公団の解散及び
業務の承継に関する法律第7条第１項」の規定に基づき、認可を受けた事業計画の執行状況は、
次のとおりです。

自　　平成２２年　４月　１日

至　　平成２３年　３月３１日


